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組織の文化・機能 ・	良好な心理社会的セーフティクライメイト［安全風土］（予防的な方法で、労働における健全な心
理社会的労働環境及びメンタルヘルスを促進することへのリーダーシップの優先順位付け、及びコ
ミットメントを示す方針及びプロセス）

・	倫理的かつ透明性の高いリーダーシップ及び経営慣行
・	心理的安全性、公正性及び信頼性に基づく組織文化
・	良好かつ包括的なコミュニケーションプロセス
・	労働者の参加及び協議
・	明確な組織目標
・	価値の一致
・	問題解決のための適切なサポート
・	不必要な官僚主義の最小化
・	綿密に計画された組織変更マネジメント

職務内容 ・	明確かつ意義のある職務
・	認知負荷を軽減する適切な職務設計
・	適切なスキルの活用
・	労働者の興味及び関与を維持する仕事
・	高い感情的負担及び困難な人 に々対処するための適切なサポート
・	道徳的傷害を防ぐための倫理基準の適用

労働量＆労働ペース ・	適切なレベルの労働量
・	綿密に計画された労働量
・	適切な労働ペース
・	現実的で達成可能なデッドライン
・	綿密に計画された労働組織の変更及び新しい技術の適
・	新しい技術の使用における適切な訓練
・	人間中心の設計
・	適切な人員配置

労働スケジュール ・	思慮のあるシフト
・	ワークライフバランスを維持するための妥当な労働時間
・	可能な限り柔軟な労働慣行
・	綿密に計画された労働スケジュール
・	つながらない権利の尊重

管理［コントロール］ ・	意思決定への参加
・	労働量、職務・方法、及び労働のペースに対する管理
・	労働者の能力に見合った自律性
・	アルゴリズム及びデジタル監視の透明性及びバランスの取れた利用
・	プライバシー及びデータ保護

環境＆設備 ・	ベストプラクティスガイダンスにしたがった良好な物理的労働条件
・	孤立した労働の最小化
・	極端な環境条件及び不安定/トラウマティックな環境または素材への曝露の最小化、及びセキュリ

ティ・サポート措置の提供
・	適切かつとく維持管理された設備
・	新しい設備及び技術に対する適切なトレーニング

労働における対人関係 ・	良好な労働における関係
・	チームワーク及び協働
・	上司及び同僚からの社会的支援
・	礼儀正しさ及び敬意
・	紛争に対処するための適切な方針及び手続
・	公平で、差別のない包摂的な方針
・	暴力、ハラスメント、（サイバー）いじめ及び偏見を一切許容しない［ゼロ・トレランス］

組織における役割 ・	明確な役割及び責任
・	目標達成のための適切な支援
・	明確かつ有意義な職業上のアイデンティティの促進
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キャリア開発 ・	スキルと実績に見合った適切なキャリアの見通し及び育成
・	建設的なフィードバックの仕組み
・	持続可能な雇用可能性を支える訓練及び学習の機会
・	努力と報酬のバランス
・	適切な給与
・	意義があり価値ある仕事
・	雇用の安定
・	労働の安定性
・	アルゴリズムのみに依存しない、適切に設計された評価システム
・	アルゴリズム官僚主義の最小化

家庭－労働の両立 ・	ワークライフバランス
・	つながらない権利
・	「ライフバランス」を実現するための支援的な組織の方針及び慣行
・	不必要な労働者の流動性の最小化
・	バランスのとれたキャリア

済・貿易政策、教育政策、環境政策、労働市場
政策（例えば、労働規制、差別禁止規制、労使関
係）及び労働安全衛生政策の開発及び質

・	 労働市場の力学：完全雇用の可能性、失業の
広がり、賃金及び所得の妥当性、不安定な労働
及び非正規雇用、児童労働、奴隷及び債務労
働、人間と機械の相互作用、技能開発及び雇用
可能性、及びギグエコノミーの広がり

・	OSHインフラ：OSHの執行、労働衛生サービスの
利用可能性、対象範囲及び質、及び労働監督官
を含め主要な関係者の訓練及び能力開発の質
心理社会的労働環境に関する分類のレビューに

より、理論モデル、測定手段及び主要なガイダンス
文書に描かれているいくつかのことが確認された。
心理社会的要因を列挙している分類もあれば、心
理社会的ハザーズを列挙している分類もあり、また、
両者が混在しているもの、または要因と結果が混在
しているものもある。もっとも広く使用されている分
類は、Cox（1993年）及びCox and Cox（1993年）に
よるもので、その後に採用された改訂版も、例えば、
EU-OSHA、欧州委員会、SLIC、ILO及びWHOな
ど、いくつかの主要なガイダンスに組み込まれてい
る。この分類で示された心理社会的労働環境の主
要な側面は、他の分類のものともよく一致しており、
労働の性質に関する進展をとらえるのに十分な広
さである。これには、組織の文化・機能、職務内容、
労働量・労働ペース、労働スケジュール、管理［コント
ロール］、環境・設備、労働における対人関係、組織

内での役割、キャリア開発及び家庭と労働の両立な
どが含まれる。心理社会的安全風土［セーフティク
ライメイト］を組織文化の指標として取り入れた分類
は、これだけである。最後に、既存の分類は、労働・
雇用契約の性質の変化、技術革新、環境要因の側
面をとらえる心理社会的要因及び心理社会的ハ
ザーズの追加の例を含めるために更新されると有
益である。したがって、これらの問題に対処するた
めに、更新された概念的枠組みが開発された。

労働関連PSRの影響のレビューでは、健康への
影響及び組織の成果の双方に焦点が当てられた。
相対的に質の高い研究により、証拠の基盤を改善
することは可能であるが、労働関連PSRの健康へ
の影響に関する研究はすでにいくつか存在してい
ると結論づけることができる。全体として、研究は個
人レベルでの結果（主として心血管疾患及び精神
疾患）に焦点を当てている傾向がある。入手可能
な証拠は一貫して、様 な々PSRが様 な々健康上の
結果につながる可能性があることを示しており、した
がって、組織内では予防的な観点から優先順位を
付ける必要がある。組織の成果に関する入手可能
な証拠は多様であり、パフォーマンス、職務満足感、
労働のやりがい、革新性、欠勤、疾病就業、離職、退
職の意向及び障害による退職に寄与する複数の
PSRの全体像を構築している。研究では、入手可
能な証拠の質に関する限界が指摘されており、証
拠の基盤はPSRの健康への影響に関するものほど
十分に開発されていないことが認識されている。し
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